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医療・福祉 

対企業サービス 

2,000人 

8,000人 

45,000人 

百貨店 
250,000人 

150,000人 

1万人 2万人 3万人 10万人 20万人 

一定の人口規模の市町村のうち、当該産業の事業所が１つでも存在する市町村の割合が80％以上となる人口

規模で、最も小さいもの（値は区間最小人口。例えば、0～1,000人の市町村で最初に80%を超えた場合は0人
と表記）。 

存在確率 

人口規模 

100% 
80% 

書籍・文房具小売業 

飲食料品小売業 

※存在確率の算出においては、各人口規模別の市町村数を

考慮して、1万人以下の市町村は1,000人毎、1万～10万は

5,000人毎、10万人以上は5万人毎に区分して計算。 

フィットネスクラブ 

カラオケ店 

学習塾 

ハンバーガー店 

映画館 

銀行 
（中央銀行を除く） 

9,000人 

45,000人 

4,000人 
酒場、ビアホール 

存在確率 
一定人口規模で当該産業の事業所が存在する市町村数 

 

一定人口規模の全市町村数 
X 100（%） ＝ 

興行場、興行団 

公認会計士事務所 
150,000人 

75,000人 

救命救急センター 

法律事務所 

結婚式場業 

地域医療支援病院 

旅館、ホテル 

金融商品取引業 

飲食店 

25,000人 税理士事務所 

15,000人 
遊戯場 

9,000人 
喫茶店 

30,000人 
男子服小売業 

15,000人 
音楽教授業 

30,000人 
外国語教授業 

60,000人 
学術・開発研究機関 

150,000人 
大学等 

8,000人 
通所・短期入所介護事業 

55,000人 
自動車賃貸業 

70,000人 

音楽・映像記録物賃貸業 
50,000人 

80,000人 

博物館、美術館 

経営コンサルタント業 
60,000人 

2,000人 

一般病院 

歯科診療所 
介護老人福祉施設 

訪問介護事業 
20,000人 

一般診療所 

有料老人ホーム 

介護療養型医療施設 

55,000人 

65,000人 

ショッピングセンター 
（売場面積15,000㎡以上） 

85,000人 

郵便局 

学術研究、 

教育・学習支援 

小売 

宿泊・飲食サービス 

生活関連サービス 

金融 

35,000人 

250,000人 

40,000人 

介護老人保健施設 

救急告示病院 

※総務省「平成26年度経済センサス（民営事業所）」、厚生労働省「医療施設調査 病院報告（平成26年10月）」、同「介護サービス施設・事業所調査（平成26年10月）」、日本救急医学会HP、日本ショッピングセンター協会資料、日本百貨

店協会HP資料をもとに作成               

4万人 5万人 

80,000人 

4,000人 

15,000人 

200,000人 

250,000人 

二次救急医療施設 
45,000人 

幼稚園 

保育所 
35,000人 

H２６ サービス施設の立地する割合が80％以上となる自治体の人口規模(三大都市圏※を除く) 

百貨店・総合スーパー 
65,000人 

バス営業所等 
55,000人 

※表中、  は「医療」「福祉」「交通」「商圏」関連施設

の存在確率が100%になる人口規模、赤字は存在

割合80％となる人口規模がH21に比べて右にシフ

トしたもの、青字は左にシフトしたもの、緑はH21時
点と比較が困難なもの。 
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医療・福祉 

対企業サービス 

2,000人 

6,000人 

50,000人 

百貨店 
250,000人 

150,000人 

1万人 2万人 3万人 10万人 20万人 

一定の人口規模の市町村のうち、当該産業の事業所が１つでも存在する市町村の割合が80％以上となる人口

規模で、最も小さいもの（値は区間最小人口。例えば、0～1,000人の市町村で最初に80%を超えた場合は0人
と表記）。 

存在確率 

人口規模 

100% 
80% 

書籍・文房具小売業 

飲食料品小売業 

※存在確率の算出においては、各人

口規模別の市町村数を考慮して、1
万人以下の市町村は1,000人毎、1
万～10万は5,000人毎、10万人以

上は5万人毎に区分して計算。 

フィットネスクラブ 

カラオケ店 

学習塾 

ハンバーガー店 

映画館 

銀行 
（中央銀行を除く） 

9,000人 

45,000人 

4,000人 
酒場、ビアホール 

存在確率 
一定人口規模で当該産業の事業所が存在する市町村数 

 

一定人口規模の全市町村数 
X 100（%） ＝ 

興行場、興行団 

公認会計士事務所 
250,000人 

75,000人 

救命救急センター 

法律事務所 

結婚式場業 

地域医療支援病院 

旅館、ホテル 

金融商品取引業 

飲食店 

25,000人 税理士事務所 

15,000人 
遊戯場 

7,000人 
喫茶店 

20,000人 
男子服小売業 

15,000人 
音楽教授業 

30,000人 
外国語教授業 

75,000人 
学術・開発研究機関 

150,000人 
大学等 

9,000人 
通所・短期入所介護事業 

50,000人 
自動車賃貸業 

80,000人 

音楽・映像記録物賃貸業 

60,000人 

50,000人 

博物館、美術館 

経営コンサルタント業 
60,000人 

3,000人 

一般病院 

歯科診療所 
介護老人福祉施設 

訪問介護事業 
25,000人 

一般診療所 

有料老人ホーム 
介護療養型医療施設 

100,000人 
65,000人 

350,000人 先進医療を実施する病院 

ショッピングセンター 
（売場面積15,000㎡以上） 90,000人 

郵便局 

学術研究、 

教育・学習支援 

小売 

宿泊・飲食サービス 

生活関連サービス 

金融 

35,000人 

250,000人 

35,000人 

介護老人保健施設 
20,000人 

救急告示病院 

（出典）総務省「平成21年度経済センサス（民営事業所）」、厚生労働省「医療施設調査 病院報告（平成21年10月）」、同「介護サービス施設・事業所調査（平成21年10月）」、日本救急医学会HP、日本ショッピング

センター協会資料、日本百貨店協会HP資料をもとに作成 

4万人 5万人 

85,000人 

4,000人 

15,000人 

200,000人 

H２１ サービス施設の立地する割合が80％以上となる自治体の人口規模(三大都市圏※を除く) 
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30,000人 
幼稚園 
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